
国、関係機関による輸送能力の確保  

66 

 島根県及び鳥取県内の輸送手段では不足する場合の輸送能力の確保については、他県との応援協定に基づ
き、隣接県等から輸送手段を調達 

 この手段により確保した輸送手段で対応できない場合、原子力災害対策本部からの依頼に基づき、国土交
通省が関係団体、関係事業者に対し協力を要請 

 不測の事態により確保した輸送能力で対応できない場合、実動組織（自衛隊、警察、消防、海上保安庁）
に支援を要請 

原子力災害対策本部 
（首相官邸） 

島根原子力発電所 

県名 保有台数 府県名 保有台数

島根県 791 三重県 1,230

鳥取県 578 滋賀県 1,000

岡山県 1,927 大阪府 4,022

広島県 3,211 京都府 2,261

山口県 1,384 兵庫県 3,917

中国５県計 7,891 奈良県 1,006

和歌山県 706

徳島県 515

関西広域連合計 14,657



ＵＰＺ内輸送能力の確保（避難行動要支援者）  
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 必要となる輸送能力は、想定対象人数約  人について、バス  台、福祉車両  台 
 必要となる輸送能力に対して、保有車両数は  台 

 

車両乗車対象、必要時期、必要台数 

ＵＰＺ 

放射性物質放出後 

乗車対象 乗員数 支援者数 バス 
福祉車両 
(車椅子) 

福祉車両 
(ｽﾄﾚｯﾁｬｰ) 

避難行動要支援者 

入院患者 

施設入所者 

在宅者 

計 

車両確保先、確保時期、確保台数 

県内 

避難方法等の実態把握調査の 
結果を踏まえて要検討 

（他地域の「緊急時対応」においては記載なし） 



９．緊急時モニタリング 

68 

＜対応のポイント＞ 
  緊急時モニタリングの目的は、原子力災害による環境放射線の状況に関する情報収集とＯＩ 
 Ｌに基づく防護措置の実施の判断材料の提供及び原子力災害による住民等と環境への放射線影 
 響の評価材料の提供にある。そのため、緊急時モニタリングでは、時間的・空間的に連続した 
 放射線状況を把握する。 
 
 



企画調整グループ 

 緊急時モニタリングの企画調整を担い､緊急時モニ
タリングセンター内の活動に対する監督を行う｡ 
 

情報収集管理グループ 

 中央との情報共有システムを維持･管理するととも
に､緊急時モニタリングデータの一元的管理等を行う｡ 
 

測定分析担当 

 緊急時モニタリングを実施する｡ 

国：１名 

国       ：４名 
島根県     ：６名 
鳥取県     ：２名 
原子力事業者  ：２名 
関係指定公共機関：２名 

国       ：４名（注１） 
島根県     ：８名 
鳥取県     ：２名 
原子力事業者  ：２名 
関係指定公共機関：２名 

国       ：２名（注１） 
島根県     ：10名（注２） 
鳥取県     ：50名（注２） 
原子力事業者  ：16名 
関係指定公共機関：12名 

        
島根 

グループ 
鳥取 

グループ 

※  構成員は交代要員を含む 
注１ 国から委託を受けた民間の機関を含む 
注２ 島根県・鳥取県の構成員は各県のモニタリング 
   計画等に基づく 

動員体制 
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 警戒事態発生後、島根県及び鳥取県は「県モニタリング本部」を設置し、関係市、中国電力㈱等と連携して
緊急時モニタリング計画に基づき緊急時モニタリングの準備を開始 

 施設敷地緊急事態に至った時点で、国は県等の協力を得て緊急時モニタリングセンター（ＥＭＣ）を島根県
に設置 

 ＥＭＣの体制について、センター長、企画調整グループ及び情報収集管理グループを島根オフサイトセン
ターに、測定分析担当は、それぞれの県に拠点を設置 

 島根地方放射線モニタリング対策官事務所に、 名を配置し、緊急時モニタリング体制を強化 



モニタリングポスト配置図 

 島根原子力発電所の周辺地域では、発電所から半径30ｋｍ圏内を中心に186局（島根県161局、鳥取県12局、
中国電力６局、国７局）の測定局を用いて24時間監視を行っている。 
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